
 

（第２号様式）（用紙日本工業規格Ａ３横長型） 

神奈川県教育委員会教育長 殿 

提出日：令和７年３月 31 日  

学校名：県立小田原支援学校  

令和６年度 学校評価報告書（ 目標設定 ・ 実施結果 ） 

 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月５日実施） 

(令和６年度策定) 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （２月 25 日実施） 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 

学習指導 

・児童・生徒
の自立と社会
参加を目指し
て、各教育部
門、小学部・
中学部・高等
部を通した一
貫した教育を
行ない、系統
性のある教育
課程の編成や
組織的な授業
改善に取り組
む。 

⓵学習指導要領を
踏まえた、適切な
教育課程の編成や
授業改善に取り組
み、系統性のある
学習内容を構築す
る。 
 
 
⓶１人１台専用端
末を活用した授業
づくりや個別の教
育的ニーズに応じ
た学習指導の充実
を図る。 

⓵個別最適な学びと

集団的な学びの一体

的な充実を図った授

業改善や系統性のあ

る授業づくりを行

う。 

 

 

⓶学習内容や学習環

境等の課題を整理

し、リモート授業や

支援入力機器の活用

等、組織的に教職員

研修会等を実施す

る。 

⓵学習指導要領や教育

課程編成の手引きに基

づき、各学部学年での

授業改善や系統性のあ

る学習内容について改

善が図れたか。 

 

 

⓶児童・生徒一人ひと

りに適したＩＣＴ機器

を活用した授業づくり

を進めることができた

か。 

⓵授業改善に向けて、

授業について振り返る

時間を設定し、授業担

当者間の共通理解を深

めた。また、集団活動

についても内容やグル

ープ編成について随

時、見直しを行った。 

⓶chromebook や iPad 等

のＩＣＴ機器を活用し

た各教科等の学習や校

外行事等の事前・事後

学習に積極的に取り組

んだ。また、専門職と

連携し、視線入力学習

を個別の実態に応じて

取り入れた。 

⓵学習内容の系統性を

考えた上で、次年度以

降、より明確な内容の

年間指導計画を作成し

ていく。 

 

 

 

⓶ＩＣＴ機器の利活用

の活用場面や有効性等

を検証し、学習グルー

プごとの担当者間で共

通理解した学習指導を

展開できるようにす

る。 

(アンケート肯定的回答率) ()内

は昨年度の％ 全体回収率 49.4％

（50.7％） 

⓵小学部から高等部までのつなが

りを大切にした取組みをしてい

る。67％(75％) 

⓶一人ひとりに適したＩＣＴ機器

を活用した授業づくりを進めてい

る。53％ 

(中・高生徒アンケート) 

・学校生活や授業の設問では、楽

しいが 86％(91％)、好きな授業が

あると 84％(85％)が回答 

(学校運営協議会・学校評価部会) 

・目標や課題解決への取り組みに

ついて、実践的であり、一定の効

果が表れていると感じる。 

⓵個々の教育的ニ

ーズに応じた支援

策等を講じて、集

団的な学びの環境

設定等、授業改善

を進めることがで

きた。 

⓶１人１台端末校

内プロジェクトチ

ームから運用面や

管理面に関する情

報発信及び教員へ

の周知を行い、Ｉ

ＣＴ機器の活用を

進めることができ

た。 

⓵教育活動全体

を通じたウェル

ビーイングの向

上を図り、具体

的な目標設定を

して、教職員の

チーム力を発揮

し、教育活動を

実践する。 

⓶各学習グルー

プにおいて、Ｉ

ＣＴ機器の活用

場面を明確に設

定することや県

内の取り組み状

況 も 参 考 に す

る。 

２ 
児童・生徒

指導・支援 

・児童・生徒
一人ひとりの
実態や支援ニ
ーズ、生活年
齢を十分に踏
まえた上で、
アセスメント
を充実させ、
指導・支援を
組織的、計画
的に取り組
む。 

⓵児童・生徒の実
態や本人の思い・
願いを踏まえ、教
育的ニーズに応じ
た指導・支援に取
り組む。 
 
 
 
⓶指導・支援を組
織的に行うための
体制を構築し、課
題の解決に向けた
取り組みを充実さ
せる。 

⓵個別教育計画の運

用や活用を充実さ

せ、児童・生徒一人

ひとりの実態を担任

や学部の教職員で共

有し、統一的な学習

指導・支援を行う。 

 

⓶課題解決へ向けた

ケース会議の場を設

定し、的確な情報共

有・支援方法につい

て検討する。 

⓵専門職や相談担当教

員、関係諸機関等と連

携し、児童・生徒の実

態等を適切にアセスメ

ントし、指導・支援に

つなげているか。 

 

 

⓶各学部学年が、自分

たちの持てる資源や知

識を活用し、支援方法

や具体的な支援計画を

立てることができた

か。 

⓵個別教育計画新書式

の運用により、目標が

絞りやすく課題に対し

て明確なアプローチが

しやすくなった。ま

た、専門職等の助言を

活かしてアセスメント

を充実させた。 

⓶専門職や相談担当教

員等と連携し、インテ

ーク会議等を通じて支

援・指導に活かした。 

⓵個別教育計画と教育

課程編成、年間指導計

画の関連性を整理し、

課題点、改善点を修正

しながら活用してい

く。 

 

 

⓶課題解決に向けたア

プローチ等の支援策を

校内で共有し、関係諸

機関との連携をさらに

深め、指導・支援の手

立てに活かしていく。 

(保護者アンケート肯定的回答率) 
⓵必要に応じて専門職等と連携し
て、児童生徒のニーズに応じた支
援に取り組んでいる。82％(81％) 
⓶個別教育計画はわかりやすい内

容となっている。81％(96％) 

(中・高生徒アンケート) 

・先生はあなたの話や悩みを聞い

てくれたと 95％(98％)が回答。 

(学校運営協議会・学校評価部会)  

・子どもたちへのアンケート結果

やフィードバックをしながら、自

立と社会性を促す取り組みを継続

してほしい。 

⓵児童・生徒一人

ひとりの目標設定

に応じた指導・支

援につなげていく

ことができた。必

要に応じて、年間

指導計画にも反映

させたい。 

⓶チームで検討す

ることで、個々の

課題の状態に応じ

た支援・指導につ

ながる支援策が増

えた。 

⓵実態を適切に

把握するととも

に児童・生徒の

主体性を引き出

し 有 効 的 な 指

導・支援計画を

立て、教育課程

の評価・改善に

つなぐ。 

⓶今年度の実績

を次年度に引継

ぎ、継続的に取

り組んでいく。 

３ 
進路指導・

支援 

・将来の一人
ひとりの生活
の充実をめざ
し、自己選
択、自己決定
する力を高め
るとともに、
卒業後の進路
を視野に入
れ、障がいの
特性や発達段
階に応じた進
路指導・支援
を行う。 

⓵小学部・中学
部・高等部を通し
た一貫したキャリ
ア教育全体計画を
立て、将来を見据
えた育てたい力を
部門間で共通理解
を図る。 
 
⓶保護者への進路
情報や福祉制度に
関する各種情報を
周知し、そのニー
ズに応えるととも
に理解啓発を図
る。 

⓵児童・生徒のキャ

リア発達についての

学びを深め、児童・

生徒の日常生活、授

業との関連付けにつ

いて検討する。 

 

 

⓶進路情報及び福祉

制度に関する各種情

報をわかりやすく工

夫して周知し、説明

会等を実施する。 

⓵キャリア教育に係る

児童・生徒の育てたい

力を部門間において、

共通理解を深めること

ができたか。また、進

路指導・支援に生かす

ことができたか。 

 

⓶進路説明会や福祉制

度説明会、事業所見学

等を個々のニーズに合

わせて工夫して行うこ

とができたか。 

⓵キャリア教育に係る

学びを深めるために肢

体不自由教育部門で

は、研修会を実施し、

事例検討を行った。他

の学部においても育て

たい力の共通理解を深

め、指導に活かした。 

⓶必要に応じた情報発

信を心がけ、各種説明

会等を開催した。湯河

原校舎では、居住する

地域に応じた福祉制度

説明会を実施すること

ができた。 

⓵各部門のキャリア教

育全体計画を活かした

支援・指導につながる

よう手立てを講じる。

また、キャリア・パス

ポートの活用や自己選

択・自己決定をするた

めのツールを増やす。 

⓶後期福祉制度説明会

について、感染症等が

流行する時期でもある

ことから参加者が少な

くなってしまうことも

想定されるため、参加

対象者の幅を持たせて

いく。 

(保護者アンケート肯定的回答率) 
⓵生活や社会的スキルの獲得に向
け、人や施設・場面を効果的に活
用した校外学習や日常の授業に取
組んでいる。82％(82％) 
⓶保護者対象の進路先の見学会や
福祉制度説明会等は参考になって
いる。78％(73％) 
(中・高生徒アンケート） 
職業、作業や進路の授業は役に 
立つ 95％(95％)、授業で卒業後の
進路先や生活がわかると 81%(83％)
が回答。 
(学校運営協議会・学校評価部会)  
・小田原市以外の市町の福祉制度
説明会を実施することを検討して
ほしい。また、南足柄市方面での
作品展示を増やしてほしい。 

⓵各部門でのキャ

リア教育全体計画

を整えたことで、

「育てたい力」の

共通理解を図るこ

とで、一貫性を持

たせることができ

た。 

⓶市町の障害福祉

課と連携して、福

祉制度説明会や障

害基礎年金制度に

ついての説明会を

実施することがで

きた。 

⓵個々の実態や

発達段階に応じ

た進路指導・支

援を行い、将来

像をイメージし

て一貫性のある

取 り 組 み を 行

う。 

⓶引き続き、情

報発信する仕方

を工夫し、開催

時期や対象者の

幅 を 広 げ て い

く。 



 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月５日実施） 

(令和６年度策定) 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （２月 25 日実施） 成果と課題 改善方策等 

４ 
地域等と 

の協働 

・他者理解と
多様性を認め
合う共生社会
の実現に向
け、障がいの
ある児童・生
徒の理解啓発
を図るため、
地域への発信
や、地域と連
携した教育活
動を充実させ
る。 

⓵地域における支
援教育の充実や特
別支援学校におけ
るセンター的機能
を発揮できるよう
に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
⓶他者理解と多様
性を認め合う共生
社会の実現に向
け、地域と連携し
た教育活動を充実
させる。 

⓵地域の学校に巡回

相談や児童・生徒と

の交流及び共同学習

等を実施する。人的

交流２年目の研究を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

⓶作業学習等を通じ

て地域企業と連携を

図り、地域への貢献

を果たすとともに、

継続した本校の啓発

活動を行う。 

⓵地域の関係機関のニ

ーズに応じて巡回相談

等を実施することがで

きたか。また、学校コ

ンサルテーションの進

捗状況。 

 

 

 

 

 

 

 

⓶地域の資源の活用や

地域企業と連携を図

り、地域への貢献を果

たすことができたか。

また、啓発活動の進捗

状況。 

⓵地域への巡回相談の

実施やケース会議で見

立てを共有し、児童生

徒の理解を促すととも

に支援方法を一緒に考

えることができた。ま

た、研修会やオープン

スクール、支援連携部

だよりを通して情報発

信することができた。 

人的交流２年目とし

て、インクルーシブ教

育の推進を図った。 

⓶外部作品展示を通

し、地域の方々に教育

活動の取り組みを発信

することができた。ま

た、地域への貢献を果

たす活動を継続的に行

うことができた。 

⓵今後も希望に応じて

巡回相談を実施し、よ

り良いケース会議がで

きるようにしていく。 

また、地域への情報発

信は今後も継続してい

く。人的交流を通し

て、インクルーシブ教

育推進のための手立て

を講じていく。 

 

 

 

⓶地域と連携した教育

活動をさらに充実させ

ていくために地域との

つながりを深め、発展

的に地域等と協働した

取り組みを行ってい

く。 

(保護者アンケート肯定的回答率) 
⓵学校は、地域の「支援教育」の
充実・推進のために、役割を果た
している。70％(56％)。地域との
交流学習は計画的に行われている
65％(56％)。 
⓶共生社会の実現に向けた取り組
みを推進し、地域と協働した教育
活動を実施している。66％。学校
の教育活動を、ホームページや連
携部だより等で保護者や地域の方
にわかりやすく伝えている。76％
(71％)。 
(学校運営協議会・学校評価部会)  
・引き続き、特別支援学校におけ
るセンター的機能の充実を図り、
インクルーシブ教育の発展的な充
実を図ってほしい。 
・地域の小学校等での交流活動を
する機会があるとお互いの学びに
効果が得られる。足柄小学校との
人的交流においては、交流活動に
参加した子どもたちは、平等性、
多様性、公平性等が育まれる様子
も見られ、相互理解が深まったこ
とは、成果である。 

⓵支援連携部を中

心にセンター的機

能を発揮すること

ができた。また、

インクルーシブ教

育を推進するため

に学校ＨＰやイン

スタグラムで情報

発信を積極的に行

うことができた。 

⓶交流活動の継続

や高等部の作業学

習等を通じて、地

域の清掃活動や地

域貢献活動等を行

うことができた。

大井分教室の生徒

が、ジャンボタニ

シの駆除作業に関

して、神奈川県教

育委員会表彰を受

賞した。 

⓵特別支援学校

におけるセンタ

ー的機能を発揮

することや人的

交流３年目を通

した研究や情報

発信を更新して

いく。 

⓶今まで積み重

ねてきた取り組

みを継続的・発

展的に持続して

いき、共生社会

の実現をめざし

た啓発活動をさ

らに推進してい

く。 

５ 
学校管理 

学校運営 

・児童・生徒

の安全と健康

を守り、防災

教育に取り組

み、良好な教

育環境の整備

を推進する。 

 

・不祥事防止

に努め、教職

員一人ひとり

が当事者意識

を持ち、良質

の同僚性を構

築し、教職員

の人格的資質 

・専門性の向

上を図るとと

もに教職員の

働き方改革を

推進する。 

⓵災害時等に備え

た緊急時の組織的

な危機管理体制の

確立と防災教育の

充実を図る。 

 

 

 

 

 

⓶不祥事ゼロをめ

ざし不祥事防止に

向けた会議・研修

会の実施及び啓発

活動を継続して行

う。また、働き方

改革を推進し、質

の高い教育の充実

を果たす上でも教

職員が一定程度ゆ

とりをもって授業

に臨めるようして

いく。 

⓵児童・生徒の実態

に応じた災害避難が

安全・円滑に行える

よう避難体制を構築

し、防災教育を継続

的に取り組む。 

 

 

 

 

⓶教職員一人ひとり

が当事者意識を持

ち、良質の同僚性が

構築できるようにコ

ミュニケーションを

図り、指摘し合える

関係性を築く。ま

た、働き方改革につ

いては、会議の効率

化や文書作成の簡素

化を図り、業務の見

直しやスリム化を図

る。 

⓵想定訓練時において

児童・生徒の安全を確

保できる体制を作れた

か。また、防災教育を

継続的に取り組むこと

ができたか。 

 

 

 

 

⓶不祥事ゼロが達成で

きたか。不祥事防止に

係る啓発資料等の作

成、会議や研修会の実

施状況。また、働き方

改革においては、教職

員の意識改革の効果は

あったか。会議の効率

化や文書作成の簡素化

を図り、業務の見直し

やスリム化が図れた

か。 

⓵災害時等に備えた必

要物品の追加購入や非

常用バッテリーの使い

方研修を実施した。ま

た、避難訓練では、火

災、地震を想定して、

行った。昨年度の反省

から実際の災害を想定

して、開始時間を周知

せずに実施した。 

⓶不祥事防止ゼロプロ

グラムの計画を立て、

全職員で日常的な不祥

事防止に努めることが

できた。また、教職員

の働き方改革を推進

し、会議の効率化や文

書作成の簡素化を図

り、業務の見直しやス

リム化を図った。教職

員ネットワークのチャ

ット機能の活用は、効

果的であった。 

⓵実際の場面を想定し

た避難訓練の実施をい

ていく。また、学校安

全計画に合わせた防災

学習の充実を図ると共

に安全教育を実施して

いく。 

 

 

 

⓶不祥事防止に向け

て、教職員一人ひとり

が意識を高めるために

会議・研修会の実施及

び啓発活動を継続して

行う。また、働き方改

革については、個々の

タイムマネジメントを

意識し業務プロセスの

見直しを行い、学校全

体での業務の見直しや

精選を行っていく。 

(保護者アンケート肯定的回答率) 
⓵保健室や栄養職員等と情報交換
を密に行い、感染症やアレルギー
等の未然防止に取り組んでいる。
91％(88％)。学校は、防災教育に
取組んでいる。88％(91％)。 
⓶会計報告や個人情報の収集時に
適切に行っている。94％(92％)。
職員は、児童・生徒や保護者に対
して、コミュニケーションを大切
にした態度で接している。91％
(93％)。 
(学校運営協議会・学校評価部会) 
・災害時に備え、想定した訓練等
を計画的に行えている。今後も実
際の場面を想定しつつ、子どもた
ちが体験的に学べる防災教育の充
実を図ってほしい。 
・ＰＴＡ予算で購入した物品等の
活用が成果につながっている。 
・不祥事防止に向けた取り組みに
ついて、啓発活動や研修会を継続
していただきたい。 
・働き方改革を推進することで、
質の高い教育活動を充実してほし
い。コロナ禍以降、学校行事の再
開を含め様々な人とのふれあいが
活発になったと改めて感じまし
た。学校運営に関して、全体的に
実践的な達成状況であり、今後も
様々な取り組みが楽しみである。 

⓵危機管理マニュ

アルや学校安全計

画の見直しを図

り、防災教育との

関連性を整えるこ

とができた。職員

研修等を充実さ

せ、災害時に備え

る想定を増やすこ

とが課題。 

⓶不祥事防止に係

る会議・研修会を

計画的に実施する

ことができ、良質

な同僚性を保ち、

風通しの良い職場

づくりを推進し

た。また、働き方

改革を推進し、業

務の見直しやスリ

ム化を図った。 

⓵災害時等を想

定した訓練を継

続し、職員研修

を積み重ね、必

要に応じた環境

を整えていく。

また、危機管理

マニュアル等の

情報共有を図っ

ていく。 

⓶不祥事や事故

を起こさないた

めにも教職員の

未然防止の意識

を高めていく。

また、組織的に

働き方改革を推

進し、業務の精

選 や 削 減 を 行

う。教職員が一

定程度のゆとり

を 持 っ て 、 児

童・生徒と向き

合えるようにし

ていく。 

 
 


